
行政番号

1



2



20 ゼロカーボンシティ実現に向けた脱炭素型ライフスタイル促進事業 12,925

21 LINEを用いた対話型申請・予約サービス 1,401

22 朝霞市 ICT技術を活用した地図情報公開サービス事業 35,000

23 市公式ホームページリニューアル事業 17,500

24 新にいざマップ導入事業 29,601

25 福祉相談AI活用事業 900

26 クラウド型被災者支援システムの導入 10,684

27 北本市 異動受付支援システムの構築による窓口手続きの迅速化 9,223

28 八潮市 書かない窓口システム構築 21,648

29 ホームページへのAIチャットボット導入事業 1,010

30 マイナンバーカードを利用した書かない窓口化 572

31 集団検診WEB予約 440

32 マイナンバーカード等 の図書館利活用事業 278

33 高齢者デジタル活用支援事業 4,321

34 行政システム活用推進事業 2,880

35 日高市 ホームページ連携LINE発信サービス 2,080

36 ふじみ野市 書かない窓口導入事業 1,474

37 公立保育所ＩＣＴ導入事業 13,898

38 ベースレジストリ整備及び公開型・統合型GIS導入事業 99,880

39 学校・家庭相互連携システム導入事業 44,827

新座市

富士見市

鶴ヶ島市

白岡市

入間市
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40 気象観測装置設置事業 231

41 AIチャットボットによるお問い合わせ対応満足度向上事業 220

42 道路GIS導入事業 35,850

43 書かない・待たない・行かない窓口整備事業 4,783

44 認可保育所等運営支援システム構築事業 1,278

45 三芳町立図書館ICT化促進事業 17,198

46 毛呂山町 LINEを活用したオンライン申請サービス事業 1,165

47 嵐山町 転入転出ワンストップ申請支援サービス導入事業 2,450

48 川島町 町立保育園ICTシステム事業 746

49 鳩山町 学校・地域活性化　双方型コミュニケーション導入事業 23,210

50 証明書コンビニ交付事業 1,183

51 情報プラットフォーム事業 1,250

52 町内全域観光地づくり！QRガイドマップ導入事業 1,847

53 マイナンバーカードを利用したコンビニ交付サービス 1,190

54 小鹿野町 オンライン手続き及びオンライン相談窓口による住民サービスの向上 3,026

55 東秩父村 水道施設遠方監視システム整備事業 26,278

56 神川町 書かない窓口導入事業 3,663

57 上里町 デジタルサイネージによる地域情報発信力の強化 746

58 空き家の利活用促進事業 1,513

59 デジタル観光推進事業 14,998

60 施設予約システム 10,802

61 鉢形城歴史館20周年準備事業（デジタルコンテンツ導入） 18,815

62 オンライン予約システム導入による公共施設スマート化事業 8,795

63 学校と地域の連携力強化を図るためのデジタル化推進事業 48,567

64 杉戸町 ネット町役場整備事業 9,318

710,539

三芳町

皆野町

長瀞町

寄居町

宮代町

伊奈町

合　　　計　（ 対象となった事業費の２分の１が採択額 ）
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主
権
者
は
？
プ
ロ
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
？

◎昨年１０月３日に、戸田市教育長・戸ヶ﨑勤氏がデジタル行財政改革会議にて岸田総理、
河野Ｄ担当大臣、他委員を前に行った説明資料
◎「令和４年度デジタル庁実証事業」「令和５年度こども家庭庁実証事業」として補助金
を受けた「戸田市教育総合データベース構築事業計画書」から引用
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同じスタイルが“さいたま市”でも
ＳＳＳＰ さいたま市、スマート、スクール プロジェクト 2022年10月31日
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学校、クラス、児童データの収集により、ダッシュボードを使っての教育へ
データ集めてプロファイリングで、すべて正しい結果になるのか？
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スクールダッシュボードの画面イメージ
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データ内容 活用類型 ベンダー 活用類型 ベンダー
住民記録データ 虐待 ＴＫＣ 同左 ＴＫＣ

児童生徒氏名、学校名、欠
席日数、遅刻日数等データ

虐待 ＥＤＵＣＯＭ 同左 ＥＤＵＣＯＭ

健診情報データ 虐待
ＥＤＵＣＯＭ、
スズキ教育ソフト

同左
ＥＤＵＣＯＭ、
スズキ教育ソフト

児童観察データ 虐待、発達障がい

ＱＵ分析データ 虐待、発達障がい

児童相談データ 虐待 ｋｉｎｔｏｎｅ 同左 ｋｉｎｔｏｎｅ

児童扶養手当資格データ 虐待 同左 ＴＫＣ

保育所・幼稚園利用情報 虐待、発達障がい ＴＫＣ 同左 ＴＫＣ

障害者手帳データ 虐待、発達障がい ＴＫＣ 同左 ＴＫＣ

生活保護データ 虐待 同左

妊産婦健診データ 虐待、産後うつ 同左 両備システムズ

乳幼児健診データ
虐待、産後うつ、
発達障がい

ＴＫＣ 同左 両備システムズ

産後質問データ 虐待、産後うつ

乳幼児健診ノート
虐待、産後うつ、
発達障がい

同左

妊産時質問票データ 産後うつ

滞納情報データ 虐待 ＴＫＣ 同左 ＴＫＣ

介護認定データ 虐待、産後うつ ＴＫＣ 同左 ＴＫＣ

児童観察データ 発達障がい

こども医療費、
ひとり親医療データ

虐待、発達障がい ＴＫＣ

重度心身障障害者医療費
受診データ

虐待 ＴＫＣ

福祉サービス利用データ 発達障がい ＴＫＣ

児童相談データ 虐待

幼児検診データ
虐待、産後うつ、
発達障がい

両備システムズ

発達記録データ 発達障がい

経過記録データ 発達障がい

登園欠席データ 虐待

美　　里　　町 川  島  町

美里町・川島町 こどもデータ連携実証事業 Ｒ５年度 デジ田交付金採択事業
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み
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…

母
子
・
保
育
・
学
童
も

★保育・学童は
コドモン社……
埼玉の現状は便
利系と言われる
が保護者の情報
も含めて、デー
タ収集で、個人
情報独占、ベン
ダーロックイン
も心配。

★ＮＴＴ……リ
ストバンド型の
バイタル計で児
童の授業集中度、
活動量データを
収集して教育に
役立てる？
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役所の１階や２階にあるのは ⇒ 市民課、税務課、保険年金課、福祉課、児童福

祉課、障害福祉課、高齢介護課……情報管理、仕事の仕方、帳票まで標準化 

◎ 市民課……住民基本台帳（氏名、生年月日、性別、住所、世帯主氏名・続柄、戸籍筆頭者・本

籍、住所変更記録、マイナンバー（行政番号）、選挙人名簿登録事項、国民健康保険、後

期高齢者医療保険、介護保険、国民年金、児童手当受給資格、米穀配給、住民票コード、

政令、他）の作成・管理、戸籍、戸籍附票、印鑑登録、の情報・システム・帳

票等の管理 

◎ 税務課（市民税課）……個人住民税、法人住民税、固定資産税（土地・家屋、償却資

産）、軽自動車税税、の情報・システム・帳票等の管理 

◎ 保険年金課……国民健康保険、国民年金、後期高齢者医療保険（長寿保険課などの別管理

の場合もある）、の情報・システム・帳票等の管理 

◎ 福祉課（生活福祉課、他）……生活保護行政の情報・システム・帳票等の管理 

◎ 児童福祉課……児童手当、児童扶養手当支給に関する情報管理、こども子育て支援制

度、の情報・システム・帳票等の管理 

◎ 障害者福祉課……障害者医療・手当、障害者総合支援法、の情報・システム・帳票等

の管理 

◎ 高齢介護課（介護保険課、他）……介護保険制度、給付、保険料、等の情報・システ

ム・帳票等の管理 

◎ 健康福祉課（センター、他）…住民の保健情報（成人、母子、予防、相談）、等の情報・

システム・帳票等の管理（とはいえ、独自施策多数で、標準か否かの区分すら困難）

◎ 教育委員会（学務、総務課）……児童・生徒の学齢簿、就学援助の申請・給付（認定

基準額、世帯情報等を含め）等の情報・システム・帳票等の管理 

◎ 選挙管理委員会（総務・住民課）……選挙資格を持つ選挙人名簿、期日前・不在者投

票、当日投票、等の情報・システム・帳票等の管理 

市
町
村
情
報
は
誰
の
も
の
？

少
な
く
と
も
国
で
は
な
い
の
が

⇒

ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ
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ド
で
国
に
！

標
準
化
の
２
０
業
務
と
は…

…

制
度
の
一
元
化
で
困
る
こ
と
は
早
く
見
つ
け
て
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総務省自治体ＤＸで進められている１１の事項でポイントは ？
① 自治体情報システムの標準化・共通化 ② マイナンバーカードの普及促進
③ 自治体の行政手続きのオンライン化 ④ オープンデータの推進

課題は 人権・住民主権・地方自治を守る……勝手をさせない、検証して、提案へ
① 自治体労働者 ⇒ とにかく、流れに加わり事実をたくさん伝えること、自分の担当職務の役割

からみたデジタル化、とくにシステム変更の検証に加わりたい。
② 議会 ⇒ 今、行われていること、計画していることのオープン化、住民への情報提供と参加の

機会の拡大 例）総務省計画準拠の自治体計画は、市で３３／４０で「行革計画」ま
がいがあり、見直しが必要。何より、2025年度末期限で良いの？ できるの？ 今度
は「総点検」では済まない！ システム変更の財政負担は？ 個人情報保護は？ …
「総点検」は２３自治体、２４業務、１自治体で最も多かったのが１３業務で、１市
１町にあったが、なぜ起きたのか、どうすればよいかは審議会等の議論が必要では？

③ 運動団体 ⇒ 各団体に関わる影響情報の収集……自治体懇談の際に標準化で、暮らしの不便は
起きないの？ 独自施策は継続できるの？ 不便や後退しない対策は？ 本格的要請へ。

当面、明確になる論点は 条例廃止、個人情報保護法・同保護委員会への一元化の

もとで、個人情報保護規制で何ができるか……正面型＝上乗せ横出しへ、実質型＝デー
タ活用に関する、自己情報保護の文化と運用づくり ⇒ 法律の専門家・研究者の知恵が必要。
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